
議案第１６６号

条例の評価・見直しに伴う関係条例の整理に関する条例を次のように制定

する。

令和元年１１月２８日提出

渋川市長 髙 木 勉

条例の評価・見直しに伴う関係条例の整理に関する条例

（渋川市公告式条例の一部改正）

第１条 渋川市公告式条例（平成１８年渋川市条例第３号）の一部を次のよ

うに改正する。

第２条第１項中「ときは、」の次に「原本に」を加え、同条第２項を次

のように改める。

２ 条例の公布は、次に掲げる掲示場に掲示して行う。

（１） 渋川市役所前掲示場

（２） 渋川市役所第二庁舎前掲示場

（３） 渋川市伊香保行政センター前掲示場

（４） 渋川市小野上行政センター前掲示場

（５） 渋川市子持行政センター前掲示場

（６） 渋川市赤城行政センター前掲示場

（７） 渋川市北橘行政センター前掲示場

（渋川市監査委員条例の一部改正）

第２条 渋川市監査委員条例（平成１８年渋川市条例第２２号）の一部を次

のように改正する。

第２条中「法第１９９条第４項」を「監査委員は、法第１９９条第４項

」に改め、「、監査委員は」を削る。

第３条の見出し中「及び」を「又は」に改め、同条中「法第１９９条第

２項又は同条第５項、第７項及び」を「監査委員は、法第１９９条第２項

若しくは同条第５項又は同条第７項若しくは」に改める。

第４条中「第９８条第２項及び」を「法第９８条第２項若しくは」に、



「並びに」を「又は」に、「場合」を「とき」に改める。

第６条中「法第２３３条第２項及び」を「監査委員は、法第２３３条第

２項又は」に、「による監査委員の決算審査の意見」を「により決算等が

審査に付されたとき」に、「これ」を「審査に係る意見」に改める。

第７条中「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」を「監査委員は

、地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に改め、「ときは、」の次

に「審査に付された日から」を加え、「意見を付して」を「審査に係る意

見を」に改める。

（渋川市職員の高齢者部分休業に関する条例の一部改正）

第３条 渋川市職員の高齢者部分休業に関する条例（平成１８年渋川市条例

第３７号）の一部を次のように改正する。

第３条中「を含む。）」の次に「及び管理職手当」を加え、「これに」

を「これらに」に、「及び管理職手当、並びに初任給調整手当」を「、初

任給調整手当」に改める。

（渋川市職員共済会に関する条例の一部改正）

第４条 渋川市職員共済会に関する条例（平成１８年渋川市条例第４０号）

の一部を次のように改正する。

第２条第１項中「の会員」を削り、「もって」を「会員として」に改め

、同条第２項中「地方自治法」を「前項の規定にかかわらず、本市をその

組織の一員として地方自治法」に、「加入させる」を「加入する」に改め

る。

（渋川市職員等の旅費支給条例の一部改正）

第５条 渋川市職員等の旅費支給条例（平成１８年渋川市条例第５１号）の

一部を次のように改正する。

第２条第１項第５号中「第４条第２号に規定する」を「第４条第２号ア

の」に改める。

第３条第４項中「職員又は職員以外の者」を「職員等」に改め、同条第

７項中「知事」を「市長」に改める。

（渋川市手数料条例の一部改正）

第６条 渋川市手数料条例（平成１８年渋川市条例第５９号）の一部を次の



ように改正する。

第７条中「とする。」を削る。

別表土地家屋現況図の交付の項中「土地家屋現況図」を「地番図」に改

め、「Ａ３サイズ」を削り、同表道路運送車両法（昭和２６年法律第１８

５号）第３４条第２項（同法第７３条第２項において準用する場合を含む

。）の規定に基づく自動車の臨時運行の許可の申請に対する審査の項中「

許可の申請に対する審査」を「許可証の交付」に改める。

（渋川市財政調整基金条例の一部改正）

第７条 渋川市財政調整基金条例（平成１８年渋川市条例第６７号）の一部

を次のように改正する。

第１条中「年度間」の次に「の財源」を加える。

第２条第２項中「予算」を「一般会計歳入歳出予算（以下「予算」とい

う。）」に改め、同条第３項中「第１３条」を「第４７条」に改める。

第４条中「一般会計歳入歳出予算」を「予算」に改める。

（渋川市教育研究所設置に関する条例の一部改正）

第８条 渋川市教育研究所設置に関する条例（平成１８年渋川市条例第１０

２号）の一部を次のように改正する。

第１条中「教育研究所」を「渋川市教育研究所（以下「研究所」という

。）」に改める。

第２条の表以外の部分中「教育研究所」を「研究所」に改める。

第３条各号列記以外の部分中「渋川市教育研究所（以下「研究所」とい

う。）」を「研究所」に改め、「、前条の目的を達成するため」を削り、

「次の」を「次に掲げる」に改め、同条第５号中「前各号」の次に「に掲

げるもの」を加え、「前条の目的を達成する」を「教育に関する研究及び

調査並びに教育関係職員の研修の」に改める。

（渋川市公民館条例の一部改正）

第９条 渋川市公民館条例（平成１８年渋川市条例第１１０号）の一部を次

のように改正する。

第８条第１項第６号中「公民館等」を「施設等」に改める。

第１６条第２項中「２年とする」を「２年とし、再任を妨げない」に改



める。

別表第１渋川市渋川西部公民館の項及び渋川市金島公民館の項中「主要

地方道渋川吾妻線」を「主要地方道渋川東吾妻線」に改め、同表渋川市豊

秋公民館の項中「除く」の次に「。」を加える。

別表第２を次のように改める。

別表第２（第１０条関係）

公民館使用料

（単位：円）

利用箇所 使用料

午前 午後 夜間

ホール（フロア・舞台） ３，０００ ３，０００ ３，０００

ホール（フロア） １，６００ １，６００ １，６００

ホール（舞台） １，４００ １，４００ １，４００

展示ホール ６００ ６００ ６００

講堂 １，０００ １，０００ １，０００

講義室 ５００ ５００ ５００

学習室 ５００ ５００ ５００

和室 ６００ ６００ ６００

視聴覚室 ６００ ６００ ６００

創作室 ６００ ６００ ６００

調理室 ６００ ６００ ６００

備考

１ 本市住民とは、本市に居住し、住民基本台帳に登録されている者

又は本市に通学する者若しくは本市に事務所を有する法人若しくは

本市に勤務する者をいう。

２ 市外の者とは、前項以外の者をいう。

３ 午前とは、午前８時３０分から正午までをいう。

４ 午後とは、午後１時から午後５時までをいう。

５ 夜間とは、午後６時から午後１０時までをいう。

６ 前３項の区分による時間に満たない場合、使用料は割引しない。



７ 陶芸窯を利用する場合は、１回につき使用料に１，０００円を加

えた額とする。

８ 市外の者が利用する場合は、使用料の２倍の額とする。

（渋川市ふれあいセンター条例の一部改正）

第１０条 渋川市ふれあいセンター条例（平成１８年渋川市条例第１１１号

）の一部を次のように改正する。

第１条中「渋川市ふれあいセンター」の次に「（以下「センター」とい

う。）」を加える。

第２条中「渋川市ふれあいセンター」を「センター」に改める。

第３条中「渋川市ふれあいセンター（以下「センター」という。）」を

「センター」に改める。

第１３条第２号中「センターの」を削る。

第１４条第１項中「第８条」を「第９条」に改める。

別表を次のように改める。

別表（第１１条関係）

１ 入場料等を徴収しない利用による場合の使用料

（１） 本市住民が利用する場合

（単位：円）

利用箇所 使用料

午前 午後 夜間

舞台付きホール（固定客席） １２，０００ １２，０００ １２，０００

ホール（可動客席・舞台別） ３，０００ ３，０００ ３，０００

舞台 ２，５００ ２，５００ ２，５００

可動客席 １，０００ １，０００ １，０００

展示ホール ６００ ６００ ６００

講堂 １，０００ １，０００ １，０００

講義室 ５００ ５００ ５００

学習室 ５００ ５００ ５００

和室 ６００ ６００ ６００

視聴覚室 ６００ ６００ ６００



創作室 ６００ ６００ ６００

（２） 市外の者が利用する場合は、前号に定める使用料の２倍の額

とする。

２ 入場料等を徴収する場合の使用料

（１） 本市住民が利用する場合は、前項の（１）に定める使用料の

２倍の額とする。

（２） 市外の者が利用する場合は、前項の（１）に定める使用料の

４倍の額とする。

備考

１ 本市住民とは、本市に居住し、住民基本台帳に登録されている者

又は本市に通学する者若しくは本市に事務所を有する法人若しくは

本市に勤務する者をいう。

２ 市外の者とは、前項以外の者をいう。

３ 午前とは、午前８時３０分から正午までをいう。

４ 午後とは、午後１時から午後５時までをいう。

５ 夜間とは、午後６時から午後１０時までをいう。

６ 前３項の区分による時間に満たない場合、使用料は割引しない。

７ 入場料等とは、入場料、会費、会場費その他の名称のいかんにか

かわらず催物１回について入場者が支払う対価をいう。

８ 営業営利等の効果を目的に配布される招待券等による入場料又は

商品の展示、予約、販売等の営業宣伝その他これに類する場合は、

入場料を徴収したことと同様に扱う。

（渋川市子持福祉会館条例の一部改正）

第１１条 渋川市子持福祉会館条例（平成１８年渋川市条例第１２５号）の

一部を次のように改正する。

第１条中「福祉会館」を「渋川市子持福祉会館（以下「会館」という。

）」に改める。

第２条中「福祉会館の」を「会館の」に改める。

第３条中「渋川市子持福祉会館（以下「会館」という。）」を「会館」

に改め、同条第２号中「、その他各種の相談」を「その他の各種相談」に



改める。

第４条中「指定皆理者」を「指定管理者」に改める。

第８条第１項中「の利用日数」を削る。

（渋川市国民健康保険診療所使用料及び手数料条例の一部改正）

第１２条 渋川市国民健康保険診療所使用料及び手数料条例（平成２２年渋

川市条例第５号）の一部を次のように改正する。

第３条第２号中「各種団体等」を「各種団体」に、「診療契約」を「診

療契約等」に改め、同条第３号中「１，０００円」を「１回につき １，

０００円」に改める。

第４条第２項を削る。

別表その他簡易な文書の項中「簡易な」を「の」に改め、同表その他複

雑な文書の項を削る。

（渋川市農畜産物加工所条例の一部改正）

第１３条 渋川市農畜産物加工所条例（平成１８年渋川市条例第１７３号）

の一部を次のように改正する。

第１条中「農業振興と」を「農業振興及び」に改める。

第７条第１項中「加工所等」を「加工所」に改める。

第８条中「市長が指定する期日までに」を削る。

第１１条第１項中「渋川市小野上特産物処理加工所」を「渋川市小野上

特産物加工所」に改める。

第１３条中「加工所等」を「加工所」に改める。

別表を次のように改める。

別表（第８条関係）

種別 区分 利用時間 金額 徴収時期 備考

渋川市赤城 第１加工室 午前９時～午 ５２０ 利用の許可 午後５時以降

農畜産物加 後１時 円 を受けたと 、１時間につ

工研修所 午後１時～午 ５２０ き。 き１００円加

後５時 円 算

第２加工室 午前９時～午 ５２０

後１時 円



午後１時～午 ５２０

後５時 円

第３加工室 午前９時～午 ５２０

後１時 円

午後１時～午 ５２０

後５時 円

（渋川市勤労福祉センター条例の一部改正）

第１４条 渋川市勤労福祉センター条例（平成１８年渋川市条例第１８１号

）の一部を次のように改正する。

第１条中「勤労福祉センター」を「渋川市勤労福祉センター（以下「セ

ンター」という。）」に改める。

 第２条中「勤労福祉センターの」を「センターの」に改める。

 第６条第３項を次のように改める。

３ 利用者は、前項の規定にかかわらず、事務室の使用料を、毎月定期に

納付することができる。

第９条第２項中「、前項」を「前項」に改める。

 別表を次のように改める。

別表（第６条関係）

利用箇所 使用料

午前 午後 夜間

第１会議室 １，０００円 １，０００円 １，４００円

第２会議室

第３会議室

第４会議室

小会議室 ７００円 ７００円 １，０００円

大会議室 ２，４００円 ３，６００円 ４，８００円

和室 ７００円 ７００円 １，０００円

事務室 １平方メートルにつき 月７００円

備考



１ 午前、午後及び夜間の区分は、次のとおりとする。

（１） 午前とは、午前８時３０分から正午までをいう。

（２） 午後とは、午後１時から午後５時までをいう。

（３） 夜間とは、午後６時から午後１０時までをいう。

２ 前項の区分による時間に満たない場合であっても、使用料は割引

しない。

３ この表に規定する利用箇所を商品展示、予約、販売等又は入場料

その他料金を徴収して利用する場合の使用料は、次のとおりとする

。

（１） 本市住民（本市に居住し、住民基本台帳に登録されている

者又は本市に通学する者若しくは本市に事務所を有する法人若し

くは勤務する者をいう。）が利用する場合 この表に規定する使

用料の２倍の額

（２） 市外の者（前号以外のものをいう。）が利用する場合 こ

の表に規定する使用料の３倍の額

４ 利用者が市外の者で会議等で利用する場合の使用料は、この表に

規定する使用料の２倍の額とする。

（渋川市伊香保温泉石段街休憩センター条例の一部改正）

第１５条 渋川市伊香保温泉石段街休憩センター条例（平成１８年渋川市条

例第１９０号）の一部を次のように改正する。

第１条を次のように改める。

（設置）

第１条 清潔でさわやかな街づくりを推進し、市民及び観光客にとって良

好な環境を保持するため、渋川市伊香保温泉石段街休憩センター（以下

「休憩センター」という。）を設置する。

 第３条を次のように改める。

（施設）

第３条 休憩センターには、次の施設を置く。

（１） １階 トイレ

（２） ２階 休憩室



第６条中「及び敷地内」を削る。

（渋川市伊香保温泉白銀の湯供給条例の一部改正）

第１６条 渋川市伊香保温泉白銀の湯供給条例（平成２０年渋川市条例第４

１号）の一部を次のように改正する。

第１条を次のように改める。

（趣旨）

第１条 この条例は、渋川市が所有する伊香保温泉白銀の湯（以下「温泉

」という。）の供給に関し必要な事項を定めるものとする。

第３条中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号を第２号とし、第

４号を第３号とし、同条第５号中「各事業所等」を「第４条に規定する温

泉の使用の許可を受けた者（以下「加入者」という。）」に改め、同号を

同条第４号とする。 

第６条第１号中「旅館業及び日帰り温泉施設」を「旅館業法（昭和２３

年法律第１３８号）第２条第１項に規定する旅館業」に改め、同条第３号

中「認めた者」を「認めたもの」に改める。

 第７条第１項本文中「場合」を「場合は」に改める。

第８条第２項中「申し込み」を「申込み」に改める。

 第９条の見出し及び同条第１項中「施行」を「施工」に改める。

第１２条第１項中「温泉使用の許可を受けた者（以下「加入者」という

。）」を「加入者」に改め、同条第２項中「認められるときは、前項によ

り納付しなければならない」を「認めるときは、前項の」に改める。 

第１４条中「において」を「は」に改める。 

第１５条中「すべて」を「全て」に改める。 

第１６条中「漏湯」を「漏湯し、」に、「ときは」を「ときは、」に改

める。 

第１７条第１項中「制限」を「制限し、」に改め、同条第３項中「責」

を「責め」に改める。 

第１８条第１項中「使用した」を「市長は、使用した」に改め、「市は

」を削り、同条第３項中「その損害額」を「、その損害額」に改める。 

第１９条第１項を次のように改める。



温泉使用料（以下「使用料」という。）は、使用期間１月につき別表第

２に掲げる区分により算出した基本料金及び従量料金の合計額とする。 

第１９条第２項を削る。 

第２０条中「開始」を「開始し、」に、「基本使用量の２分の１」を「

２５立方メートル」に改める。 

第２２条第１項中「等」を削り、同条第２項中「関わらず」を「かかわ

らず」に改める。 

第２４条の見出しを「（延滞金）」に改め、同条中「使用料を納付期限

までに納付しない者に対する徴収の方法については」を「加入者が使用料

を納付期限までに納付しないときは」に、「の規定を準用する」を「に定

めるところにより延滞金を徴収する」に改める。 

第２６条第１項第２号を次のように改める。

（２） 第２９条第１項の検査を拒み、若しくは妨害したとき、又は同

条第３項に規定する改良等の指示に従わなかったとき。 

第２７条第１号中「分与」を「分与し」に改め、同条第３号中「温泉使

用」を「温泉の使用」に改め、同条中第７号を削り、第８号を第７号とす

る。

第２８条第４号中「新設、増設、改造」を「新設し、増設し、改造し、

」に改める。 

第３０条第３号中「、又は第２９条の規定による検査を拒み、若しくは

妨げた者及び改良等の指示に従わなかった者」を削る。 

第３１条中「とする。」を削る。 

別表第２を次のように改める。

別表第２（第１９条関係）

温泉使用料

基本料金 従量料金（１立方メートルにつき）

５０立方 ５１立方 １０１立 ５０１立 ２，００

メートル メートル 方メート 方メート １立方メ

まで から１０ ルから５ ルから２ ートル以

０立方メ ００立方 ，０００ 上



ートルま メートル 立方メー

で まで トルまで

７，５００円 ０円 １６０円 １８０円 ２００円 ２２０円

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

理 由

条例の評価・見直しの審査結果に基づき、所要の改正をしようとするもの

である。



条例の評価・見直しに伴う関係条例の整理に関する条例（案）新旧対照表
渋川市公告式条例（平成１８年渋川市条例第３号）の一部改正

（第１条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（条例の公布） （条例の公布）

第２条 条例を公布しようとするときは、原本に公布の旨の前文及び年月日 第２条 条例を公布しようとするときは、 公布の旨の前文及び年月日

を記入して、その末尾に市長が署名しなければならない。 を記入して、その末尾に市長が署名しなければならない。

２ 条例の公布は、次に掲げる掲示場に掲示して行う。 ２ 条例の公布は、次に掲げる掲示場に掲示して行う。

（１） 渋川市役所前掲示場 渋川市役所前

（２） 渋川市役所第二庁舎前掲示場 渋川市役所第二庁舎前

（３） 渋川市伊香保行政センター前掲示場 渋川市伊香保行政センター前

（４） 渋川市小野上行政センター前掲示場 渋川市小野上行政センター前

（５） 渋川市子持行政センター前掲示場 渋川市子持行政センター前

（６） 渋川市赤城行政センター前掲示場 渋川市赤城行政センター前

（７） 渋川市北橘行政センター前掲示場 渋川市北橘行政センター前

議
案
第
１
６
６
号
参
考
資
料



条例の評価・見直しに伴う関係条例の整理に関する条例（案）新旧対照表
渋川市監査委員条例（平成１８年渋川市条例第２２号）の一部改正

（第２条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（定期監査） （定期監査）

第２条 監査委員は、法第１９９条第４項の規定による監査を行うときは 第２条 法第１９９条第４項 の規定による監査を行うときは、

、監査期日前７日までにその期日を市長及び関係機関に通知し 監査委員は、監査期日前７日までにその期日を市長及び関係機関に通知し

なければならない。 なければならない。

（行政監査又は随時監査） （行政監査及び随時監査）

第３条 監査委員は、法第１９９条第２項若しくは同条第５項又は同条第７ 第３条 法第１９９条第２項又は同条第５項、第７項及び

項若しくは法第２３５条の２第２項の規定による監査を行うときは、その 法第２３５条の２第２項の規定による監査を行うときは、その

都度その期日を市長及び関係機関又は団体等に通知しなければならない。 都度その期日を市長及び関係機関又は団体等に通知しなければならない。

（請求又は要求監査） （請求又は要求監査）

第４条 監査委員は、法第７５条第１項、法第９８条第２項若しくは法第２ 第４条 監査委員は、法第７５条第１項、第９８条第２項及び 法第２

４２条第１項の規定による監査の請求又は 法第１９９条第６項の規定に ４２条第１項の規定による監査の請求並びに法第１９９条第６項の規定に

よる監査の要求があったときは、１０日以内に監査に着手しなければなら よる監査の要求があった場合は、１０日以内に監査に着手しなければなら

ない。ただし、やむを得ない事情があるときは、この限りでない。 ない。ただし、やむを得ない事情があるときは、この限りでない。

（決算審査） （決算審査）

第６条 監査委員は、法第２３３条第２項又は地方公営企業法（昭和２７年 第６条 法第２３３条第２項及び 地方公営企業法（昭和２７年

法律第２９２号）第３０条第２項の規定により決算等が審査に付されたと 法律第２９２号）第３０条第２項の規定による監査委員の決算審査の意見

きは、審査に付された日から９０日以内に審査に係る意見を市長に提出し は、審査に付された日から９０日以内にこれ を市長に提出し

なければならない。 なければならない。

（健全化判断比率等及び資金不足比率等の審査） （健全化判断比率等及び資金不足比率等の審査）

第７条 監査委員は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９ 第７条 地方公共団体の財政の健全化に関する法律 （平成１９

年法律第９４号）第３条第１項の規定による健全化判断比率等及び同法第 年法律第９４号）第３条第１項の規定による健全化判断比率等及び同法第

２２条第１項の規定による資金不足比率等が審査に付されたときは、審査 ２２条第１項の規定による資金不足比率等が審査に付されたときは、

に付された日から９０日以内に審査に係る意見を市長に提出しなければな ９０日以内に意見を付して 市長に提出しなければな

らない。 らない。
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第
１
６
６
号
参
考
資
料



条例の評価・見直しに伴う関係条例の整理に関する条例（案）新旧対照表
渋川市職員の高齢者部分休業に関する条例（平成１８年渋川市条例第３７号）の一部改正

（第３条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（高齢者部分休業取得中の給与） （高齢者部分休業取得中の給与）

第３条 職員が高齢者部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、渋川市 第３条 職員が高齢者部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、渋川市

職員の給与に関する条例（平成１８年渋川市条例第４８号。以下「給与条 職員の給与に関する条例（平成１８年渋川市条例第４８号。以下「給与条

例」という。）第１４条の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につ 例」という。）第１４条の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につ

き、給料の月額（給料の調整額を含む。）及び管理職手当並びにこれらに き、給料の月額（給料の調整額を含む。） 並びにこれに

対する地域手当、初任給調整手当 及び特殊勤務手当 対する地域手当及び管理職手当、並びに初任給調整手当及び特殊勤務手当

（手当の額が月額をもって定められているものに限る。）の月額の合計額 （手当の額が月額をもって定められているものに限る。）の月額の合計額

に１２を乗じ、その額を給与条例第２５条に規定する１年間の勤務時間数 に１２を乗じ、その額を給与条例第２５条に規定する１年間の勤務時間数

で除して得た額（その額に５０銭未満の端数があるときは、これを切り捨 で除して得た額（その額に５０銭未満の端数があるときは、これを切り捨

て、５０銭以上１円未満の端数があるときは、これを１円に切り上げるも て、５０銭以上１円未満の端数があるときは、これを１円に切り上げるも

のとする。）を減額して給与を支給する。 のとする。）を減額して給与を支給する。

議
案
第
１
６
６
号
参
考
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条例の評価・見直しに伴う関係条例の整理に関する条例（案）新旧対照表
渋川市職員共済会に関する条例（平成１８年渋川市条例第４０号）の一部改正

（第４条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（組織） （組織）

第２条 共済会 は、本市職員を会員として組織する。 第２条 共済会の会員は、本市職員をもって 組織する。

２ 前項の規定にかかわらず、本市をその組織の一員として地方自治法（昭 ２ 地方自治法 （昭

和２２年法律第６７号）第２８４条第１項の規定により設立された地方公 和２２年法律第６７号）第２８４条第１項の規定により設立された地方公

共団体の組合の職員は、規則の定めるところにより共済会に加入する こ 共団体の組合の職員は、規則の定めるところにより共済会に加入させるこ

とができる。 とができる。

議
案
第
１
６
６
号
参
考
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条例の評価・見直しに伴う関係条例の整理に関する条例（案）新旧対照表
渋川市職員等の旅費支給条例（平成１８年渋川市条例第５１号）の一部改正

（第５条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（定義） （定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定 第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 めるところによる。

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略）

（５） 赴任 新たに採用された職員のうち渋川市職員の給与に関する条 （５） 赴任 新たに採用された職員のうち渋川市職員の給与に関する条

例（平成１８年渋川市条例第４８号）第４条第２号アの 医療職給 例（平成１８年渋川市条例第４８号）第４条第２号に規定する医療職給

料表（１）の適用を受ける職員（以下「医療職給料表（１）の適用を受 料表（１）の適用を受ける職員（以下「医療職給料表（１）の適用を受

ける職員」という。）が、その採用に伴う移転のため県外の住所又は居 ける職員」という。）が、その採用に伴う移転のため県外の住所又は居

所から勤務公署に旅行することをいう。 所から勤務公署に旅行することをいう。

（６）～（８） （略） （６）～（８） （略）

２ （略） ２ （略）

（旅費の支給） （旅費の支給）

第３条 （略） 第３条 （略）

２・３ （略） ２・３ （略）

４ 職員等 が、市の機関の依頼又は要求に応じ、公務の遂行 ４ 職員又は職員以外の者が、市の機関の依頼又は要求に応じ、公務の遂行

を補助するため、証人、鑑定人、参考人、通訳、講師等として旅行した場 を補助するため、証人、鑑定人、参考人、通訳、講師等として旅行した場

合には、その者に対し旅費を支給する。 合には、その者に対し旅費を支給する。

５・６ （略） ５・６ （略）

７ 第１項、第２項、第４項及び第５項の規定により旅費の支給を受けるこ ７ 第１項、第２項、第４項及び第５項の規定により旅費の支給を受けるこ

とができる者が、旅行中交通機関の事故又は天災その他市長が定める事情 とができる者が、旅行中交通機関の事故又は天災その他知事が定める事情

により、概算払を受けた旅費額（概算払を受けなかった場合には、概算払 により、概算払を受けた旅費額（概算払を受けなかった場合には、概算払

を受けることができた旅費額に相当する金額）の全部又は一部を失った場 を受けることができた旅費額に相当する金額）の全部又は一部を失った場

合には、その失った旅費額の範囲内で規則で定める金額を旅費として支給 合には、その失った旅費額の範囲内で規則で定める金額を旅費として支給

することができる。 することができる。
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条例の評価・見直しに伴う関係条例の整理に関する条例（案）新旧対照表
渋川市手数料条例（平成１８年渋川市条例第５９号）の一部改正

（第６条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（罰則） （罰則）

第７条 詐欺その他不正の行為により第２条に規定する手数料の徴収を免れ 第７条 詐欺その他不正の行為により第２条に規定する手数料の徴収を免れ

た者は、徴収を免れた金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する金 た者は、徴収を免れた金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する金

額が５万円を超えないときは、５万円 ）以下の過料に処する。 額が５万円を超えないときは、５万円とする。）以下の過料に処する。

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

手数料を徴収する事務 手数料の金額 手数料を徴収する事務 手数料の金額

営業に関する証明 １件につき ３００円 営業に関する証明 １件につき ３００円

（略） （略）

地番図 の交付 １枚につき ３００円 土地家屋現況図の交付 Ａ３サイズ１枚につき ３００円

（略） （略）

道路運送車両法（昭和２６年法律第 １両につき ７５０円 道路運送車両法（昭和２６年法律第 １両につき ７５０円

１８５号）第３４条第２項（同法第 １８５号）第３４条第２項（同法第

７３条第２項において準用する場合 ７３条第２項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく自動車の を含む。）の規定に基づく自動車の

臨時運行の許可証の交付 臨時運行の許可の申請に対する審査

議
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条例の評価・見直しに伴う関係条例の整理に関する条例（案）新旧対照表
渋川市財政調整基金条例（平成１８年渋川市条例第６７号）の一部改正

（第７条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（設置） （設置）

第１条 年度間の財源の調整を行い、長期にわたる財政の健全な運営に資す 第１条 年度間 の調整を行い、長期にわたる財政の健全な運営に資す

るため、渋川市財政調整基金（以下「基金」という。）を設置する。 るため、渋川市財政調整基金（以下「基金」という。）を設置する。

（積立て） （積立て）

第２条 毎会計年度において、一般会計の歳入歳出の決算上剰余金を生じた 第２条 毎会計年度において、一般会計の歳入歳出の決算上剰余金を生じた

場合においては、当該剰余金の２分の１を下らない金額を基金として積み 場合においては、当該剰余金の２分の１を下らない金額を基金として積み

立てるものとする。 立てるものとする。

２ 前項の規定による積立てのほか、一般会計歳入歳出予算（以下「予算」 ２ 前項の規定による積立てのほか、予算

という。）の定めるところにより積立てをすることができる。 の定めるところにより積立てをすることができる。

３ 第１項に規定する剰余金の計算方法は、地方財政法施行令（昭和２３年 ３ 第１項に規定する剰余金の計算方法は、地方財政法施行令（昭和２３年

政令第２６７号）第４７条に規定するところによる。 政令第２６７号）第１３条に規定するところによる。

（運用益金の処理） （運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、予算 に計上して、 第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、

この基金に繰り入れるものとする。 この基金に繰り入れるものとする。
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条例の評価・見直しに伴う関係条例の整理に関する条例（案）新旧対照表
渋川市教育研究所設置に関する条例（平成１８年渋川市条例第１０２号）の一部改正

（第８条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（趣旨） （趣旨）

第１条 この条例は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１ 第１条 この条例は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１

年法律第１６２号）第３０条の規定に基づき、教育に関する研究、調査及 年法律第１６２号）第３０条の規定に基づき、教育に関する研究、調査及

び教育関係職員の研修を行うため、渋川市教育研究所（以下「研究所」と び教育関係職員の研修を行うため、教育研究所

いう。）の設置に関して必要な事項を定めるものとする。 の設置に関して必要な事項を定めるものとする。

（名称及び位置） （名称及び位置）

第２条 研究所 の名称及び位置は、次のとおりとする。 第２条 教育研究所の名称及び位置は、次のとおりとする。

表 （略） 表 （略）

（事業） （事業）

第３条 研究所 は 第３条 渋川市教育研究所（以下「研究所」という。）は、前条の目的を達

、次に掲げる事業を行う。 成するため、次の 事業を行う。

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略）

（５） 前各号に掲げるもののほか、教育に関する研究及び調査並びに教 （５） 前各号 のほか、前条の目的を達成する

育関係職員の研修のために必要な事項に関すること。 ために必要な事項に関すること。
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条例の評価・見直しに伴う関係条例の整理に関する条例（案）新旧対照表
渋川市公民館条例（平成１８年渋川市条例第１１０号）の一部改正

（第９条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（利用許可の取消し等） （利用許可の取消し等）

第８条 教育委員会は、利用者が次の各号のいずれかに該当するとき、又は 第８条 教育委員会は、利用者が次の各号のいずれかに該当するとき、又は

公民館の管理上特に必要があるときは、当該許可に係る利用の条件を変更 公民館の管理上特に必要があるときは、当該許可に係る利用の条件を変更

し、若しくは利用を停止し、又は当該許可を取り消すことができる。 し、若しくは利用を停止し、又は当該許可を取り消すことができる。

（１）～（５） （略） （１）～（５） （略）

（６） 災害その他の事故により施設等 の利用ができなくなったとき。 （６） 災害その他の事故により公民館等の利用ができなくなったとき。

（７） （略） （７） （略）

２ （略） ２ （略）

（公民館運営委員会） （公民館運営委員会）

第１６条 （略） 第１６条 （略）

２ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の任期 ２ 委員の任期は、２年とする 。ただし、補欠の委員の任期

は、前任者の残留期間とする。 は、前任者の残留期間とする。

３ （略） ３ （略）

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

名称 位置 事業の主たる対象区域 名称 位置 事業の主たる対象区域

渋川市中央公民館 渋川市渋川９０８番地２ 全市域 渋川市中央公民館 渋川市渋川９０８番地２ 全市域

１ １

（略） （略）

渋川市渋川西部公民館 渋川市渋川２４７番地１ 渋川のうち御影、入沢 渋川市渋川西部公民館 渋川市渋川２４７番地１ 渋川のうち御影、入沢

町、明保野、軽浜の各 町、明保野、軽浜の各

自治会及び金井のうち 自治会及び金井のうち

金井南町（主要地方道 金井南町（主要地方道

渋川東吾妻線の西）自 渋川吾妻線 の西）自

治会 治会

渋川市金島公民館 渋川市金井１９９９番地 阿久津、金井（軽浜自 渋川市金島公民館 渋川市金井１９９９番地 阿久津、金井（軽浜自

治会及び金井南町自治 治会及び金井南町自治
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会のうち主要地方道渋 会のうち主要地方道渋

川東吾妻線）の西を除 川吾妻線 ）の西を除

く自治会）、南牧、川 く自治会）、南牧、川

島、祖母島 島、祖母島

渋川市古巻公民館 渋川市八木原６７８番地 有馬、八木原、半田 渋川市古巻公民館 渋川市八木原６７８番地 有馬、八木原、半田

渋川市豊秋公民館 渋川市行幸田９４３番地 行幸田、石原（熊野町 渋川市豊秋公民館 渋川市行幸田９４３番地 行幸田、石原（熊野町

１ 自治会を除く。）、中 １ 自治会を除く ）、中

村 村

（略） （略）

別表第２（第１０条関係） 別表第２（第１０条関係）

公民館使用料 公民館使用料
（単位：円）

利用箇所 使用料 利用箇所 使用料

午前 午後 夜間 午前 午後 夜間

ホール ホール 円 円 円

（フロア・舞台） ３，０００ ３，０００ ３，０００ （フロア・舞台） ３，０００ ３，０００ ３，０００

ホール（フロア） １，６００ １，６００ １，６００ ホール（フロア） １，６００ １，６００ １，６００

ホール（舞台） １，４００ １，４００ １，４００ ホール（舞台） １，４００ １，４００ １，４００

展示ホール ６００ ６００ ６００ 展示ホール ６００ ６００ ６００

講堂 １，０００ １，０００ １，０００ 講堂 １，０００ １，０００ １，０００

講義室 ５００ ５００ ５００ 講義室 ５００ ５００ ５００

学習室 ５００ ５００ ５００ 学習室 ５００ ５００ ５００

和室 ６００ ６００ ６００ 和室 ６００ ６００ ６００

視聴覚室 ６００ ６００ ６００ 視聴覚室 ６００ ６００ ６００

創作室 ６００ ６００ ６００ 創作室 ６００ ６００ ６００

調理室 ６００ ６００ ６００ 調理室 ６００ ６００ ６００

備考 備考

１～８ （略） １～８ （略）
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条例の評価・見直しに伴う関係条例の整理に関する条例（案）新旧対照表
渋川市ふれあいセンター条例（平成１８年渋川市条例第１１１号）の一部改正

（第１０条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（設置） （設置）

第１条 市民の生涯にわたる学習活動を促進し、もって市民文化の創造及び 第１条 市民の生涯にわたる学習活動を促進し、もって市民文化の創造及び

振興に寄与するため、渋川市ふれあいセンター（以下「センター」という 振興に寄与するため、渋川市ふれあいセンター

。）を設置する。 を設置する。

（名称及び位置） （名称及び位置）

第２条 センター の名称及び位置は、次のとおりとする。 第２条 渋川市ふれあいセンターの名称及び位置は、次のとおりとする。

表 （略） 表 （略）

（管理） （管理）

第３条 センター は渋川市教 第３条 渋川市ふれあいセンター（以下「センター」という。）は渋川市教

育委員会（以下「教育委員会」という。）が管理する。 育委員会（以下「教育委員会」という。）が管理する。

（使用料の不還付） （使用料の不還付）

第１３条 既納の使用料は、還付しない。ただし、教育委員会は、次の各号 第１３条 既納の使用料は、還付しない。ただし、教育委員会は、次の各号

のいずれかに該当すると認めるときは、その全部又は一部を還付すること のいずれかに該当すると認めるときは、その全部又は一部を還付すること

ができる。 ができる。

（１） （略） （１） （略）

（２） 利用者の責めに帰することができない利用により、 施 （２） 利用者の責めに帰することができない利用により、センターの施

設等を利用することができる。 設等を利用することができる。

（３） （略） （３） （略）

（現状回復） （現状回復）

第１４条 利用者は、施設等の利用を終了したときは、速やかに当該施設等 第１４条 利用者は、施設等の利用を終了したときは、速やかに当該施設等

を現状に回復し、又は搬入した物件を撤去しなければならない。第９条の を現状に回復し、又は搬入した物件を撤去しなければならない。第８条の

規定により利用の停止又は許可の取消しの処分を受けたときも、同様とす 規定により利用の停止又は許可の取消しの処分を受けたときも、同様とす

る。 る。

２ （略） ２ （略）

別表（第１１条関係） 別表（第１１条関係）
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１ 入場料等を徴収しない利用による場合の使用料 １ 入場料等を徴収しない利用による場合の使用料

（１） 本市住民が利用する場合 （１） 本市住民が利用する場合
（単位：円）

利用箇所 使用料 利用箇所 使用料

午前 午後 夜間 午前 午後 夜間

舞台付きホール（固定客 舞台付きホール（固定客 円 円 円

席） １２，０００ １２，０００ １２，０００ 席） １２，０００ １２，０００ １２，０００

ホール（可動客席・舞台 ホール（可動客席・舞台

別） ３，０００ ３，０００ ３，０００ 別） ３，０００ ３，０００ ３，０００

舞台 ２，５００ ２，５００ ２，５００ 舞台 ２，５００ ２，５００ ２，５００

可動客席 １，０００ １，０００ １，０００ 可動客席 １，０００ １，０００ １，０００

展示ホール ６００ ６００ ６００ 展示ホール ６００ ６００ ６００

講堂 １，０００ １，０００ １，０００ 講堂 １，０００ １，０００ １，０００

講義室 ５００ ５００ ５００ 講義室 ５００ ５００ ５００

学習室 ５００ ５００ ５００ 学習室 ５００ ５００ ５００

和室 ６００ ６００ ６００ 和室 ６００ ６００ ６００

視聴覚室 ６００ ６００ ６００ 視聴覚室 ６００ ６００ ６００

創作室 ６００ ６００ ６００ 創作室 ６００ ６００ ６００

（２） 市外の者が利用する場合は、前号に定める使用料の２倍の額と （２） 市外の者が利用する場合は、前号に定める使用料の２倍の額と

する。 する。

２ 入場料等を徴収する場合の使用料 ２ 入場料等を徴収する場合の使用料

（１） 本市住民が利用する場合は、前項の（１）に定める使用料の２ （１） 本市住民が利用する場合は、前項の（１）に定める使用料の２

倍の額とする。 倍の額とする。

（２） 市外の者が利用する場合は、前項の（１）に定める使用料の４ （２） 市外の者が利用する場合は、前項の（１）に定める使用料の４

倍の額とする。 倍の額とする。

備考 備考

１～６ （略） １～６ （略）

７ 入場料等とは、入場料、会費、会場費その他の名称のいかんにかか ７ 入場料等とは、入場料、会費、会場費その他の名称のいかんにかか

わらず催物１回について入場者が支払う対価をいう。 わらず催物１回について入場者が支払う対価をいう。

８ 営業営利等の効果を目的に配布される招待券等による入場料又は商 また、営業営利等の効果を目的に配布される招待券等による入場料

品の展示、予約、販売等の営業宣伝その他これに類する場合は、入場 又は商品の展示、予約、販売等の営業宣伝その他これに類する場合は

料を徴収したことと同様に扱う。 、入場料を徴収したことと同様に扱う。
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条例の評価・見直しに伴う関係条例の整理に関する条例（案）新旧対照表
渋川市子持福祉会館条例（平成１８年渋川市条例第１２５号）の一部改正

（第１１条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（設置） （設置）

第１条 市民の福祉の増進を図るため、渋川市子持福祉会館（以下「会館」 第１条 市民の福祉の増進を図るため、福祉会館

という。）を設置する。 を設置する。

（名称及び位置） （名称及び位置）

第２条 会館の 名称及び位置は、次のとおりとする。 第２条 福祉会館の名称及び位置は、次のとおりとする。

名称 渋川市子持福祉会館 名称 渋川市子持福祉会館

位置 渋川市吹屋６５８番地２０ 位置 渋川市吹屋６５８番地２０

（事業） （事業）

第３条 会館 は、次に掲げる事業 第３条 渋川市子持福祉会館（以下「会館」という。）は、次に掲げる事業

を行う。 を行う。

（１） （略） （１） （略）

（２） 心配ごと相談、生活相談その他の各種相談 （２） 心配ごと相談、生活相談、その他各種の相談

（３）～（６） （略） （３）～（６） （略）

（指定管理者による管理） （指定管理者による管理）

第４条 会館の管理に関する業務は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号 第４条 会館の管理に関する業務は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号

）第２４４条の２第３項の規定により、市長が指定する法人その他の団体 ）第２４４条の２第３項の規定により、市長が指定する法人その他の団体

（以下「指定管理者」という。）に行わせるものとする。 （以下「指定皆理者」という。）に行わせるものとする。

（利用の日数及び時間） （利用の日数及び時間）

第８条 会館 は、同一の利用者につき、引き続き５日を超え、又 第８条 会館の利用日数は、同一の利用者につき、引き続き５日を超え、又

は定期的に曜日又は日時を指定して独占的な利用をすることができない。 は定期的に曜日又は日時を指定して独占的な利用をすることができない。

２ （略） ２ （略）
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条例の評価・見直しに伴う関係条例の整理に関する条例（案）新旧対照表
渋川市国民健康保険診療所使用料及び手数料条例（平成２２年渋川市条例第５号）の一部改正

（第１２条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（使用料の額） （使用料の額）

第３条 使用料の額は、次に掲げるとおりとする。 第３条 使用料の額は、次に掲げるとおりとする。

（１） （略） （１） （略）

（２） その他の報酬 各種団体 との診療契約等によるものについて （２） その他の報酬 各種団体等との診療契約 によるものについて

は、その契約に基づき市長が定めた額 は、その契約に基づき市長が定めた額

（３） 往診車使用料 １回につき １，０００円 （３） 往診車使用料 １，０００円

（手数料の額） （手数料の額）

第４条 （略） 第４条 （略）

２ 前項に定めのない手数料については、市長が別に定める。

別表（第４条関係） 別表（第４条関係）

区分 金額 区分 金額

一般診断書 １通につき ２，０００円 一般診断書 １通につき ２，０００円

死亡診断書 １通につき ３，０００円 死亡診断書 １通につき ３，０００円

健康診断書 １通につき ３，０００円 健康診断書 １通につき ３，０００円

生命保険診断書 １通につき ６，０００円 生命保険診断書 １通につき ６，０００円

特殊診断書 １通につき ３，０００円 特殊診断書 １通につき ３，０００円

医療費支払証明書 １通につき ２，０００円 医療費支払証明書 １通につき ２，０００円

死体検案書 １通につき １０，０００円 死体検案書 １通につき １０，０００円

その他の 文書 １通につき ２，０００円 その他簡易な文書 １通につき ２，０００円

その他複雑な文書 １通につき ４，０００円
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条例の評価・見直しに伴う関係条例の整理に関する条例（案）新旧対照表
渋川市農畜産物加工所条例（平成１８年渋川市条例第１７３号）の一部改正

（第１３条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（設置） （設置）

第１条 地域で生産される農畜産物を加工することにより、付加価値を高め 第１条 地域で生産される農畜産物を加工することにより、付加価値を高め

るとともに農業に対する理解を深め、もって農業振興及び地域活性化に資 るとともに農業に対する理解を深め、もって農業振興と 地域活性化に資

するため、渋川市農畜産物加工所（以下「加工所」という。）を設置する するため、渋川市農畜産物加工所（以下「加工所」という。）を設置する

。 。

（利用の許可の取消し） （利用の許可の取消し）

第７条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認められたときは、その 第７条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認められたときは、その

利用条件を変更し、又は利用を停止させ、若しくは利用の許可を取り消す 利用条件を変更し、又は利用を停止させ、若しくは利用の許可を取り消す

ことができる。 ことができる。

（１） 加工所 の利用を他人に転貸し、又はその利用の権利を譲渡した （１） 加工所等の利用を他人に転貸し、又はその利用の権利を譲渡した

とき。 とき。

（２）・（３） （略） （２）・（３） （略）

（４） 災害その他の事故により加工所 の利用ができないと認めたとき （４） 災害その他の事故により加工所等の利用ができないと認めたとき

。 。

（５） （略） （５） （略）

２ （略） ２ （略）

（使用料） （使用料）

第８条 利用者は、別表に定める使用料を 納付し 第８条 利用者は、別表に定める使用料を市長が指定する期日までに納付し

なければならない。 なければならない。

（電気料等の負担） （電気料等の負担）

第１１条 渋川市小野上特産物加工所 及び渋川市北橘農産物加工所の利 第１１条 渋川市小野上特産物処理加工所及び渋川市北橘農産物加工所の利

用に係る電気料、水道料等は、利用者の負担とする。 用に係る電気料、水道料等は、利用者の負担とする。

２ （略） ２ （略）

（原状回復） （原状回復）

第１３条 利用者は、加工所 の利用を終えたときは、直ちに施設内外を清 第１３条 利用者は、加工所等の利用を終えたときは、直ちに施設内外を清

掃し、施設備品を原状に回復しなければならない。 掃し、施設備品を原状に回復しなければならない。
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別表（第８条関係） 別表（第８条関係）

種別 区分 利用時間 金額 徴収時期 備考 種別 区分 単位 金額 徴収時期 備考

渋川市赤城 第１加工室 午前９時～午 ５２０ 利用の許可 午後５時以降 渋川市赤城 第１加工室 ９時～１３時 ５２０ 利用の許可 １７時以降、

農畜産物加 後１時 円 を受けたと 、１時間につ 農畜産物加 円 を受けたと １時間につき

工研修所 き。 き１００円加 工研修所 き １００円加算

午後１時～午 ５２０ 算 １３時～１７ ５２０

後５時 円 時 円

第２加工室 午前９時～午 ５２０ 第２加工室 ９時～１３時 ５２０

後１時 円 円

午後１時～午 ５２０ １３時～１７ ５２０

後５時 円 時 円

第３加工室 午前９時～午 ５２０ 第３加工室 ９時～１３時 ５２０

後１時 円 円

午後１時～午 ５２０ １３時～１７ ５２０

後５時 円 時 円
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条例の評価・見直しに伴う関係条例の整理に関する条例（案）新旧対照表
渋川市勤労福祉センター条例（平成１８年渋川市条例第１８１号）の一部改正

（第１４条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（設置） （設置）

第１条 勤労者福祉の増進及び市民の文化活動等の交流を図るため、渋川市 第１条 勤労者福祉の増進及び市民の文化活動等の交流を図るため、勤労福

勤労福祉センター（以下「センター」という。）を設置する。 祉センター を設置する。

（名称及び位置） （名称及び位置）

第２条 センターの 名称及び位置は、次のとおりとする。 第２条 勤労福祉センターの名称及び位置は、次のとおりとする。

名称 渋川市勤労福祉センター 名称 渋川市勤労福祉センター

位置 渋川市石原１６２９番地１ 位置 渋川市石原１６２９番地１

（使用料） （使用料）

第６条 （略） 第６条 （略）

２ （略） ２ （略）

３ 利用者は、前項の規定にかかわらず、事務室の使用料を、毎月定期に納 ３ 前項の規定にかかわらず事務室使用料については、利用者は、毎月定期

付することができる。 に納付することができる。

（原状回復） （原状回復）

第９条 （略） 第９条 （略）

２ 利用者が前項 の義務を履行しないときは、市長において原状に回復し ２ 利用者が、前項の義務を履行しないときは、市長において原状に回復し

、これに要した費用は、利用者の負担とする。 、これに要した費用は、利用者の負担とする。

別表（第６条関係） 別表（第６条関係）

利用箇所 使用料 利用箇所 使用料

午前 午後 夜間 午前 午後 夜間

第１会議室 １，０００円 １，０００円 １，４００円 第１、第２、第３、第４会議 １，０００円 １，０００円 １，４００円

室

第２会議室

小会議室 ７００円 ７００円 １，０００円
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第３会議室

大会議室 ２，４００円 ３，６００円 ４，８００円

第４会議室

和室 ７００円 ７００円 １，０００円

小会議室 ７００円 ７００円 １，０００円

事務室 １平方メートルにつき 月７００円

大会議室 ２，４００円 ３，６００円 ４，８００円

備考

和室 ７００円 ７００円 １，０００円 １ 午前、午後、夜間 の区分は、次のとおりとする。

（１） 午前とは、午前８時３０分から正午までをいう。

事務室 １平方メートルにつき 月７００円 （２） 午後とは、午後１時から午後５時までをいう。

（３） 夜間とは、午後６時から午後１０時までをいう。

備考 ２ 前項の区分による時間に満たない場合 、使用料は割引し

１ 午前、午後及び夜間の区分は、次のとおりとする。 ない。

（１） 午前とは、午前８時３０分から正午までをいう。 ３ 会議室等 を商品展示、予約、販売等又は入場料そ

（２） 午後とは、午後１時から午後５時までをいう。 の他料金を徴収して利用する場合の使用料は、次のとおりとする。

（３） 夜間とは、午後６時から午後１０時までをいう。 （１） 本市住民（本市に居住し、住民基本台帳に登録されている者

２ 前項の区分による時間に満たない場合であっても、使用料は割引し 又は本市に通学する者若しくは本市に事務所を有する法人若しくは

ない。 勤務する者をいう。）が利用する場合 規定使用料 の

３ この表に規定する利用箇所を商品展示、予約、販売等又は入場料そ ２倍の額

の他料金を徴収して利用する場合の使用料は、次のとおりとする。 （２） 市外の者（前号以外のものをいう。）が利用する場合 規定

（１） 本市住民（本市に居住し、住民基本台帳に登録されている者 使用料 の３倍の額

又は本市に通学する者若しくは本市に事務所を有する法人若しくは ４ 利用者が市外の者で会議等で利用する場合 規定使用料の２倍の額

勤務する者をいう。）が利用する場合 この表に規定する使用料の

２倍の額

（２） 市外の者（前号以外のものをいう。）が利用する場合 この

表に規定する使用料の３倍の額

４ 利用者が市外の者で会議等で利用する場合の使用料は、この表に規

定する使用料の２倍の額とする。
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条例の評価・見直しに伴う関係条例の整理に関する条例（案）新旧対照表
渋川市伊香保温泉石段街休憩センター条例（平成１８年渋川市条例第１９０号）の一部改正

（第１５条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（設置） （設置）

第１条 清潔でさわやかな街づくりを推進し、市民及び観光客にとって良好 第１条 清潔でさわやかな街づくりを推進するための施設として、市民及び

な環境を保持するため、渋川市伊香保温泉石段街休憩センター（以下「休 観光客の良好な環境を保持し、もって地域経済の活性化に寄与することを

憩センター」という。）を設置する。 目的とし、伊香保町の石段街に休憩センターを設置する。

（施設） （施設）

第３条 休憩センタ－には、次の施設を置く。 第３条 渋川市伊香保温泉石段街休憩センター（以下「休憩センター」とい

（１） １階 トイレ う。）には、次の施設（以下「施設」という。）を置く。

（２） ２階 休憩室 （１） １階 トイレ

（２） ２階 休憩室

（３） 付属施設

（物品販売の禁止） （物品販売の禁止）

第６条 何人も、休憩センター で利用者及び通行人を対象とした 第６条 何人も、休憩センター及び敷地内で利用者及び通行人を対象とした

物品の販売その他これに類する斡旋行為をしてはならない。 物品の販売その他これに類する斡旋行為をしてはならない。
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条例の評価・見直しに伴う関係条例の整理に関する条例（案）新旧対照表
渋川市伊香保温泉白銀の湯供給条例（平成２０年渋川市条例第４１号）の一部改正

（第１６条関係） （傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（趣旨） （目的）

第１条 この条例は、渋川市が所有する伊香保温泉白銀の湯（以下「温泉」 第１条 この条例は、温泉法（昭和２３年法律第１２５号）に基づき、渋川

という。）の供給に関し必要な事項を定めるものとする。 市が所有する伊香保温泉白銀の湯（以下「温泉」という。）の有効利用と

円滑な運営を図るため必要な事項を定め、もって公共の福祉の増進に寄与

することを目的とする。

（定義） （定義）

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定 第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定

めるところによる。 めるところによる。

（１） 温泉 温泉法第２条に規定するメタけい酸を主成分とする温泉を

いう。

（１）～（３） （略） （２）～（４） （略）

（４） 受給施設 第４条に規定する温泉の使用の許可を受けた者（以下 （５） 受給施設 各事業所等

「加入者」という。）における受湯管、貯湯施設、浴槽及びそれらに附 における受湯管、貯湯施設、浴槽及びそれらに附

属する施設をいう。 属する施設をいう。

（許可基準） （許可基準）

第６条 市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、 第６条 市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、

温泉使用を許可するものとする。 温泉使用を許可するものとする。

（１） 第２条に規定する区域において、旅館業法（昭和２３年法律第１ （１） 第２条に規定する区域において、旅館業及び日帰り温泉施設

３８号）第２条第１項に規定する旅館業を経営し、又は経営しようとす を経営し、又は経営しようとす

る者 る者

（２） （略） （２） （略）

（３） 前２号に掲げるもののほか温泉の使用を必要とする者で、特に市 （３） 前２号に掲げるもののほか温泉の使用を必要とする者で、特に市

長が認めたもの 長が認めた者

（許可書等の交付） （許可書等の交付）

第７条 市長は、第５条の規定による申請があった場合は、内容を審査し、 第７条 市長は、第５条の規定による申請があった場合 、内容を審査し、

温泉使用許可書（以下「許可書」という。）を交付するものとする。ただ 温泉使用許可書（以下「許可書」という。）を交付するものとする。ただ

し、申請内容等に虚偽等が認められる場合は、その理由を付した温泉使用 し、申請内容等に虚偽等が認められる場合は、その理由を付した温泉使用
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不許可書を交付するものとする。 不許可書を交付するものとする。

２ （略） ２ （略）

（給湯施設工事の申込み） （給湯施設工事の申込み）

第８条 （略） 第８条 （略）

２ 市長は、前項の規定により工事の申込み をした申請者に対し、利害関 ２ 市長は、前項の規定により工事の申し込みをした申請者に対し、利害関

係人の同意を証する書類の提出を求めることができる。 係人の同意を証する書類の提出を求めることができる。

（工事の施工） （工事の施行）

第９条 工事は、市長が承認した業者（以下「指定業者」という。）に施工 第９条 工事は、市長が承認した業者（以下「指定業者」という。）に施行

させ、しゅん工後速やかに市長の検査を受けなければならない。 させ、しゅん工後速やかに市長の検査を受けなければならない。

２ （略） ２ （略）

（加入金） （加入金）

第１２条 加入者 は、許可 第１２条 温泉使用の許可を受けた者（以下「加入者」という。）は、許可

を受けた口径に応じて、別表第１に定める加入金の額を、許可を受けた日 を受けた口径に応じて、別表第１に定める加入金の額を、許可を受けた日

から７日以内に納付しなければならない。 から７日以内に納付しなければならない。

２ 市長は、公益上その他特別の理由があると認めるときは、前項の ２ 市長は、公益上その他特別の理由があると認められるときは、前項によ

加入金を減額又は免除することができる。 り納付しなければならない加入金を減額又は免除することができる。

３・４ （略） ３・４ （略）

（許可事項の変更手続） （許可事項の変更手続）

第１４条 加入者は 、許可書に記載された許可事項について変更しよ 第１４条 加入者において、許可書に記載された許可事項について変更しよ

うとするときは、市長が別に定める温泉使用変更許可申請書を市長に提出 うとするときは、市長が別に定める温泉使用変更許可申請書を市長に提出

しなければならない。 しなければならない。

（工事費の負担区分） （工事費の負担区分）

第１５条 給湯施設の工事に要する費用は、全て 加入者の負担とする。た 第１５条 給湯施設の工事に要する費用は、すべて加入者の負担とする。た

だし、市長が特に必要があると認めたものは、市がその費用の全部又は一 だし、市長が特に必要があると認めたものは、市がその費用の全部又は一

部を負担することができる。 部を負担することができる。

（給湯施設の管理） （給湯施設の管理）

第１６条 加入者は、漏湯し、又は汚染しないよう給湯施設を管理し、異常 第１６条 加入者は、漏湯 又は汚染しないよう給湯施設を管理し、異常

があると認めたときは、直ちに市長に届け出なければならない。 があると認めたときは 直ちに市長に届け出なければならない。

（給湯の制限又は停止） （給湯の制限又は停止）

第１７条 市長は、次の各号に掲げる場合には、給湯を制限し、又は停止す 第１７条 市長は、次の各号に掲げる場合には、給湯を制限 又は停止す
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ることができる。 ることができる。

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略）

２ （略） ２ （略）

３ 前２項による給湯の制限、又は停止のために生じた損害については、市 ３ 前２項による給湯の制限、又は停止のために生じた損害については、市

長は、その責めを負わない。 長は、その責 を負わない。

（メーター設置） （メーター設置）

第１８条 市長は、使用した温泉量を測定するため、 メーターを設置す 第１８条 使用した 温泉量を測定するため、市はメーターを設置す

る。 る。

２ （略） ２ （略）

３ 加入者は、メーターを破損したときは、直ちに市長に報告し、その損害 ３ 加入者は、メーターを破損したときは、直ちに市長に報告し その損害

額を賠償しなければならない。 額 を賠償しなければならない。

（温泉使用料） （温泉使用料）

第１９条 温泉使用料（以下「使用料」という。）は、使用期間１月につき 第１９条 加入者は、温泉使用料（以下「使用料」という。）を月ごとに納

別表第２に掲げる区分により算出した基本料金及び従量料金の合計額とす 付しなければならない。

る。

２ 使用料は、別表第２により算出した額とする。

（特別の場合における使用料の算定） （特別の場合における使用料の算定）

第２０条 月の中途において温泉の使用を開始し、又は中止したときの使用 第２０条 月の中途において温泉の使用を開始 又は中止したときの使用

料の算定は、次のとおりとする。 料の算定は、次のとおりとする。

（１） 使用日数が１５日を超えないで、使用量が２５立方メートル （１） 使用日数が１５日を超えないで、使用量が基本使用量の２分の１

以下のときは、基本料金の２分の１の額とする。 以下のときは、基本料金の２分の１の額とする。

（２） 使用日数が１５日を超えたとき、又は使用量が２５立方メートル （２） 使用日数が１５日を超えたとき、又は使用量が基本使用量の２分

を超えたときは、１月として算定した額とする。 の１を超えたときは、１月として算定した額とする。

（使用料の徴収方法） （使用料の徴収方法）

第２２条 使用料は、納入通知書又は集金 の方法により毎月徴収する。 第２２条 使用料は、納入通知書又は集金等の方法により毎月徴収する。

２ 前項の規定にかかわらず、加入者が使用を中止した場合の使用料につい ２ 前項の規定に関わらず 、加入者が使用を中止した場合の使用料につい

ては、随時これを徴収することができる。 ては、随時これを徴収することができる。

（延滞金 ） （督促手数料及び延滞金の徴収）

第２４条 市長は、加入者が使用料を納付期限までに納付しないときは 第２４条 市長は、使用料を納付期限までに納付しない者に対する徴収の方

、渋川市税外諸収入に対する延滞金徴収条例（平成１８年渋 法については、渋川市税外諸収入に対する延滞金徴収条例（平成１８年渋

川市条例第６０号）に定めるところにより延滞金を徴収する。 川市条例第６０号）の規定を準用する 。
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（給湯の停止） （給湯の停止）

第２６条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、期間を 第２６条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、期間を

定め、給湯を停止することができる。 定め、給湯を停止することができる。

（１） （略） （１） （略）

（２） 第２９条第１項の検査を拒み、若しくは妨害したとき、又は同条 （２） 給湯施設及び受給施設の検査を拒み、又は妨害したとき。

第３項に規定する改良等の指示に従わなかったとき。

（３）・（４） （略） （３）・（４） （略）

２ （略） ２ （略）

（許可の取消し） （許可の取消し）

第２７条 市長は、加入者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは 第２７条 市長は、加入者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは

、温泉の使用許可を取り消すことができる。 、温泉の使用許可を取り消すことができる。

（１） 温泉を用途以外に使用し、又は他人に分与し、若しくは販売した （１） 温泉を用途以外に使用し、又は他人に分与 、若しくは販売した

とき。 とき。

（２） （略） （２） （略）

（３） 温泉の使用を１年以上継続して中止しているとき。 （３） 温泉使用 を１年以上継続して中止しているとき。

（４）～（６） （略） （４）～（６） （略）

（７） 第２９条第３項の規定による検査に基づく、市長の指示に従わな

いとき。

（７） （略） （８） （略）

（届出） （届出）

第２８条 加入者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに市長 第２８条 加入者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに市長

に届け出なければならない。 に届け出なければならない。

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略）

（４） 受給施設を新設し、増設し、改造し、又は撤去しようとするとき （４） 受給施設を新設、増設、改造 又は撤去しようとするとき

。 。

（過料） （過料）

第３０条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、５万円以下の 第３０条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、５万円以下の

過料を科し、損害があったときはこれを賠償させることができる。 過料を科し、損害があったときはこれを賠償させることができる。

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略）

（３） 第２６条の規定による給湯の停止に該当する者 （３） 第２６条の規定による給湯の停止に該当する者、又は第２９条の

規定による検査を拒み、若しくは妨げた者及び改良等の指示に従わなか

った者

（料金を免れた者に対する過料） （料金を免れた者に対する過料）
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第３１条 市長は、詐欺その他不正の行為により、第１２条の加入金、第１ 第３１条 市長は、詐欺その他不正の行為により、第１２条の加入金、第１

９条の使用料又は第２５条の手数料の徴収を免れた者に対し、徴収を免れ ９条の使用料又は第２５条の手数料の徴収を免れた者に対し、徴収を免れ

た金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する額が５万円を超えない た金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する額が５万円を超えない
ときは、５万円 ）以下の過料を科することができる。 ときは、５万円とする。）以下の過料を科することができる。

別表第２（第１９条関係） 別表第２（第１９条関係）
温泉使用料 温泉使用料

基本料金 従量料金（１立方メートルにつき） 基本料金 超過料金

使用量 （基本使用量：５０m
３
（１m

３
につき）

５０立方 ５１立方メ １０１立方 ５０１立方 ２，００１ まで）

メートル ートルから メートルか メートルか 立方メート

まで １００立方 ら５００立 ら２，００ ル以上 ０m３～５０m３まで ７，５００円

メートルま 方メートル ０立方メー

で まで トルまで

７，５００円 ０円 １６０円 １８０円 ２００円 ２２０円 ５１m３～１００m３まで １６０円

１０１m
３
～５００m

３
まで １８０円

５０１m３～２，０００m３まで ２００円

２，００１m
３
～ ２２０円


